A Literature Review of the effects of the Labor Inspection by 前田 貴洋



























　その後，1970 年代から 1980 年代後半にかけて，日本人の総実労働時間は，
年間およそ 2100 時間前後で安定をしていた．だが，1988 年に改正労働基準法
が施行され，法定労働時間が一週当たり 48 時間から 40 時間へと引き下げら
れたことを受け，日本人の年間総実労働時間はさらに短くなっていった（山
本・黒田，2014：14）．具体的には，1988 年に年間 2137 時間であった年間総











2）　独立行政法人労働政策研究・研修機構「早わかり グラフでみる長期労働統計 V 労














































2015 年 1 月には，月 100 時間を超える残業を行っていると考えられる事業場
や過労死等を発生させた事業場に対して重点的な監督指導が行われた．その後，




























2017 年 1 月 20 日以降は企業名公表に至る基準が大幅に改正され，公表の対象






























































































れているが，その内，17 件がアメリカの研究となっている（Andersen et al.，2019：
106）．
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　特に，1960 年代から 1970 年代にかけて，先進国において労働災害の発生件
数や発生率が高い水準で推移していたため，労働者の職場環境を改善するため
の包括的な立法政策が求められていた（嶺・長峰，1987：210）．そこで，
1970 年にアメリカでは世界に先駆けて，労働安全衛生法（Occupational Safety 
and Health Act：OSH Act）が制定された．このような新たな労働者保護立法
の履行確保を行う行政組織として，労働省の外局である労働安全衛生庁（Oc-
cupational Safety and Health Administration: OSHA，以下 OSHA という．）が設



















が影響を与えているのかなどについて研究が行われてきた（Headrick, Serra, & 




横断面データ（1972 年から 1975 年）を用いて，労働者 10 万人当たりの臨検
















に OSHA が違反企業 1 社あたりに課した罰金の平均額は 26 ドルに過ぎず，企







る．こうした 2 つの見方を検証するため，OSHA の規制執行活動の効果の推定
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が試みられた．

















　まずは Viscusi が用いたデータと変数を確認しよう．Viscusi はこの論考で，
16）　「労働災害発生率」は，労働者一人当たりの労働損失日数，「法違反の状況」は，









1973 年から 1983 年の製造業を対象としたデータを用いている 18）．目的変数は，
特定の年の製造業種ごとに集計された労働災害リスクに関する変数である．具






















18）　サンプルサイズは 220 である（Viscusi, 1986：569）．
19）　労働者 100 人当たりの労働災害発生率と 100 人当たりの労働災害による労働喪
失日発生率については，対数オッズ比，100 人当たりの労働災害による労働喪失日
の合計日数については対数に変換して変数として用いている．


























　また，Ruser & Smith（1991）は，1980 年代に生じた OSHA の臨検監督対象
選定方法の変化を踏まえて，産業別集計データを用いた一般予防効果の推定を








































ある．Smith は，1972 年から 1974 年の製造業の事業場別マイクロデータを用
いて，臨検監督活動が災害度数率に与える効果を検証した．主たる説明変数は，
臨検監督を当該年の早期（3 月 4 月）に受けた場合を 1，当該年後半（11 月
























　上記 Smith（1979）と同様の方法を用いて OSHA の臨検監督活動の効果を検




となると考えた．そこで，1976 年から 1978 年の事業場別マイクロデータを用








22）　OSHA の監督官（compliance officer）は 1973 年には 660 名であったが，1974 年
には 928 名に大幅増員されている（Smith, 1979：163）．









　そうした研究をリードしたのが，経済学者の Wayne Gray と政治学者の John 








　そこで Gray らは，臨検監督を受けた事業場を，小規模（従業員 100 人未満），







23）　John T. Scholz は， 規 制 執 行 研 究 の 第 一 人 者 で あ り，OSHA や 環 境 保 護 庁












































に資しているのかは，十分に検証されてこなかったという（Baggs et al., 
2003：484）．





制の効果が十分に発揮されていないという見解（Bartel & Thomas, 1985）が多数を



























































随時行われている．例えば， Gray & Mendeloff（2005）が 1979 年から 1998 年までの
データを対象として分析したのに対して，Haviland at al.（2012）はデータの蓄積に
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システマティック・レビュー 31）が行われるようになっている（Ellen et al., 
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